





































































































































































































































































































































































































































































































































































































5	 	 法 務 省 ウ ェ ブ ペ ー ジ（http://www.moj.go.jp/
housei/shihouhousei/index2.html）参照。
6	 	 拙稿「法教育担当教員養成の取組みと課題―模擬
評議の実施から見えてきたもの―」宇都宮大学教育
学部紀要第64号第1部77頁（2014年）。
7	 	 裁判員制度広報用映画『審理』最高裁判所（2008
年）。
8	 	 拙稿・前掲註（6）。
9	 	 政治参加の教育を議会が問題視した事例（朝日新
聞（東京本社）2015年9月8日朝刊39頁）や、政党
の公式ホームページで「政治的中立性を逸脱するよ
うな不適切な事例」を募るネットアンケートを行っ
た事例（朝日新聞（東京本社）2016年7月10日朝刊
4頁）がある。
10	 	 総務省および文部科学省が高校生向けに作成した
副教材『私たちが拓く日本の未来』参考編の高校生
用Q＆A、同副教材の『教師用指導資料』末尾の学
校における指導に関するQ＆A（総務省ウェブペー
ジhttp://www.soumu.go.jp/senkyo/senkyo_s/news/
senkyo/senkyo_nenrei/01.html）参照。吉村朋代「新
しい公民科目と『法教育』―主権者教育・シティズ
ンシップ教育との関係と課題―」広島国際大学教職
教室論叢第7号35頁（2015年）は、これでは、結局
何をもって政治的中立性をいうのかは、わからない
と批判する。
11	 	 総務省ほか・前掲註（10）教師用指導資料87頁。
12	 	 平成27年3月4日付文部科学省通知（26文科初第
1257号）「学校における補助教材の適正な取扱いに
ついて（通知）」。
13	 	 もっとも、生徒に教員自身の見解を伝える際には、
生徒の発達段階を考慮して、伝え方に十分な配慮が
必要である。生徒に教員自身の見解を伝える前提と
して、「教員の見解は、絶対的な正解ではないこと」
「生徒が教員の見解に従う必要は全くないこと」「む
しろ『先生が～と言っている』というただそれだけ
の理由で、無条件に従ってはいけないこと」を生徒
に理解させなければならない。
14	 	 吉村・前掲註（10）。
15	 	 大村敦志「特集	法教育と法律学の課題	はじめに」
ジュリスト1404号8頁（2010年）。
16	 	 家本芳郎「明日（あした）につながる生徒指導	第
9回	きみには黙秘権がある」月刊生徒指導31巻15
号50頁（2001年）。
17	 	 家本・前掲註（16）は、教師が生徒に「やりました」
と白状させることに最大の努力を払う原因として、
以下を挙げる。すなわち、①（暴力を振るわれた等の）
被害生徒がいる場合に、被害者の人権を守るため、
②被害弁償（窓ガラス代金の弁償や治療費請求）が
不可能になるため、③被害生徒の保護者は犯人割り
出しや賠償、謝罪を強く求めるが、その要求に学校
が応じないと学校を強く非難し、裁判を起こされる
可能性があること、④悪いことをした生徒に相応の
報いを受けさせなければ、当該生徒の人格発達に
とってマイナスであること、⑤生徒のうそを認める
と、教師がなめられ軽んじられることになり、これ
からの生徒指導に禍根を残すことになること、⑥「や
りました」と認めさせることは、この事件を一挙に
解決させることになること、⑦白状させられない教
師は、他から指導力不足だと軽くみられるようにな
ること、である。
18	 	 例えば、以下のような新聞報道がある。①強姦致
傷事件の審理中、被告人が真剣に反省しているかを
確かめようとした裁判員が、被告人の返答が煮え切
らない態度に憤り、「むかつくんですよね」と法廷
で声を荒げて被告人を非難した事例（朝日新聞（東
京本社）2009年11月20日朝刊38頁）、②強盗殺人事
件の被告人が、事実関係について初公判から黙秘を
続けたことについて、判決後の記者会見において、
裁判員が「何か言えない事情があるのではないかと
思ってしまった」と振り返った事例（朝日新聞（名
古屋本社）2016年3月26日朝刊35頁）、③判決にお
いて、取調べ中「違法な脅迫に加え、弁護を受ける
権利を侵害した」との認定がなされた事例において、
判決後の記者会見で「やさしい取り調べでは本当の
ことは言わないのではないか」との見方をした裁判
員の事例（朝日新聞（大阪本社）2011年3月2日朝
刊39頁）などである。
2017年3月28日	受理
